
証券コード　8928
平成28年９月９日

株 主 各 位
香川県高松市鍛冶屋町７番地1 2

穴 吹 興 産 株 式 会 社
代表取締役社長 穴 吹 忠 嗣

第53期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第53期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年９月27日（火

曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年９月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 香川県高松市木太町2191番地１

高松国際ホテル　新館２階　瀬戸の間

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第53期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第53期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 株式併合の件

第３号議案 取締役７名選任の件

第４号議案 監査役２名選任の件
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.anabuki.ne.jp）
に掲載させていただきます。
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提供書面

事　業　報　告

（平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策等の効果から、企

業業績や雇用環境等が底堅く推移し、緩やかながらも回復傾向が続いている

ものの、イギリスのＥＵ離脱問題や中国の景気減速等により、引き続きわが

国の景気の先行きについては不透明な状況が続いております。

　このような状況の中で、当社グループは主力である新築分譲マンション事

業において、平成28年６月に消費税率10％の再引上げが平成29年４月から平

成31年10月に再延期されることが発表されましたが、それまで平成29年４月

に引上げられる前提にて、再引上げ後に予想される大きな需要減退を見据え

て、引き続き販売力の強化により早期完売に注力してまいりました。また、

少子高齢化及び人口減少により新築分譲マンション市場の縮小が予想される

中で、新たな収益の柱に育てるべく、介護医療関連事業や電力供給等を行う

ライフサポート事業への投資を引き続き積極的に進めてまいりました。

　その結果、当連結会計年度における売上高は、77,856百万円(前期比17.7％

増)、営業利益4,041百万円(同28.2％増)、経常利益3,741百万円(同36.1％増)、

親会社株主に帰属する当期純利益2,406百万円（同32.1％増）となりました。

　次に、セグメントの概況をご報告申しあげます。

＜不動産関連事業＞

　不動産関連事業におきましては、建築費等の高騰により不動産価格は上昇

しておりますが、住宅ローンの低金利環境の中で、消費者の購買意欲は堅調

に推移しました。

　このような状況の中で、主力である新築分譲マンションの販売について、

契約戸数につき1,654戸（前期比6.2％増）、売上戸数につき1,855戸（同7.6％

増）と増加しました。また、消費税率引上げを前提に販売及び建物の引渡し

時期を前倒しにて進めてきたことから、当連結会計年度末時点において、翌

期以降の売上計上予定マンションの内、既に契約済みの戸数は1,834戸、ま
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た、未契約完成在庫は６期連続で０戸と好調を持続しております。

　また、今後の中古不動産市場の拡大を見据え、賃貸中の区分所有マンショ

ンを買取り、賃借人が退去するまでの賃貸収益と退去後の売却利益を得るビ

ジネスモデルである中古マンション買取再販事業を平成23年６月期より開始

しておりますが、当事業については当連結会計年度において中古マンション

の取得戸数につき241戸（前期比62.8％増）及び売却戸数につき104戸（同

19.5％増）、また、当連結会計年度末時点における保有戸数につき459戸（同

43.0％増）と順調に拡大が図れています。

　この結果、不動産関連事業の売上高は59,811百万円(前期比19.5％増)、営

業利益は4,904百万円（同11.0％増）となりました。

＜人材サービス関連事業＞

　人材サービス関連事業におきましては、完全失業率が低水準で推移するな

ど、雇用情勢は総じて改善傾向にあります。また、平成27年９月に派遣労働

者の受入れ期間の上限撤廃を柱とした改正労働者派遣法が施行されるなど、

雇用分野の規制緩和が進もうとしております。

　このような状況の中で、当社グループは、30年に及ぶ営業活動で培われた

信頼と実績、あなぶきグループの知名度と力量等、多くの強みを有する四国

を重視した営業戦略により、同地域での売上高・市場シェアの拡大を通した、

収益の向上をめざしてまいりました。

　この結果、人材サービス関連事業の売上高は6,158百万円(前期比2.1％増)、

営業利益は79百万円（同2.2％増）となりました。

＜施設運営事業＞

　施設運営事業におきましては、都市圏を中心に、アジアを中心とした訪日

外国人客数の増加や堅調な日本人客の観光需要に支えられ、客室の稼働率が

上昇するなど、良好な経営環境が継続いたしました。

　このような状況の中で、当社グループでは、主力であるホテル事業及び指

定管理事業等において、引き続きサービス品質の向上、インターネットを使

った広告戦略及びリピーター客に対する営業活動を強化いたしました。

　ホテル事業においては、より快適な環境の実現と客室数の増加を目的とし

て、「ロイヤルパークホテル高松」（香川県高松市）の全面リニューアル工

事を実施いたしました。（平成28年８月25日リニューアルオープン）

　また、指定管理事業においては、平成29年４月より、新たに現在建設中の

「観音寺市民会館」（香川県観音寺市）の指定管理を行うことが決定してお
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ります。

　この結果、施設運営事業の売上高は5,689百万円(前期比2.9％増)、営業利

益は121百万円（同30.8％増）となりました。

＜介護医療関連事業＞

　介護医療関連事業におきましては、わが国の高齢者人口は年々増加してお

り、その需要については当面上昇していくものと予想されております。

　このような状況の中で、当社グループでは、サービス付き高齢者向け住宅

及び住宅型有料老人ホームの運営等に関して、当事業を将来の基幹事業の一

つとするべく、開設スピードを早めております。そのため、当連結会計年度

末時点において、25施設1,099室の運営を行い、運営施設の拡大が図れており

ますが、その内、前連結会計年度（平成27年６月期）から当連結会計年度末

までの２年間に開設した施設が13施設575室と半数以上を占め、また、今後１

年以内に開設を予定している施設が４施設188室あることから、稼働率が安定

していない施設が多い中で人材募集等の開設資金や開設前の準備資金等が必

要な状況にもなっております。

　この結果、介護医療関連事業の売上高は2,968百万円（前期比50.1％増）、

営業損失は1,012百万円（前期は営業損失1,171百万円）となりました。

＜その他事業＞

　その他事業におきましては、平成23年６月期より開始した高圧一括受電に

より分譲マンション等へ割安な電力提供を行うライフサポート事業において、

平成28年１月に首都圏等にて同事業を行う日本電力株式会社を子会社にする

等、積極的に先行投資を行い事業拡大に努めました。当事業の分譲マンショ

ンに対する高圧一括受電による電力提供は、当連結会計年度末時点において、

315棟18,140戸（前期末時点の実績は141棟8,089戸）に対してサービス提供を

行っております。

　この結果、その他事業の売上高は3,228百万円(前期比26.0％増)、営業損失

は57百万円（前期は営業損失267百万円）となりました。
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　なお、当連結会計年度の販売（売上）実績をセグメントごとに示すと、次

のとおりであります。
（単位：千円）

セグメントの名称
当連結会計年度

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで) 前 期 比

不動産関連事業 59,811,533 119.5％

人材サービス関連事業 6,158,491 102.1％

施設運営事業 5,689,891 102.9％

介護医療関連事業 2,968,257 150.1％

その他事業 3,228,124 126.0％

合　　　　計 77,856,298 117.7％

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

《不動産関連事業》

　マンション事業の地域別契約戸数の推移は、次のとおりであります。
（単位：戸）

地　　　域

前連結会計年度

( 平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで )

当連結会計年度

( 平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで )

契 約 戸 数 割 合 契 約 戸 数 割 合

四　　　国 481 30.9％ 616 37.2％

中　　　国 394 25.3％ 552 33.4％

近　　　畿 158 10.1％ 129 7.8％

九　　　州 406 26.1％ 347 21.0％

そ　の　他 118 7.6％ 10 0.6％

合　　　計 1,557 100.0％ 1,654 100.0％
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《人材サービス関連事業》

　人材サービス関連事業の地域別売上高の推移は、次のとおりであります。
（単位：千円）

地　　　域

前連結会計年度

( 平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで )

当連結会計年度

( 平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで )

売 上 高 割 合 売 上 高 割 合

四　　　国 4,412,861 73.1％ 4,515,435 73.3％

中　　　国 567,467 9.4％ 542,585 8.8％

近　　　畿 286,990 4.8％ 280,301 4.6％

中　　　部 259,161 4.3％ 265,502 4.3％

関　　　東 507,319 8.4％ 554,665 9.0％

合　　　計 6,033,801 100.0％ 6,158,491 100.0％

《施設運営事業》

　施設運営事業の種類別売上高の推移は、次のとおりであります。
（単位：千円）

種　　　類

前連結会計年度

( 平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで )

当連結会計年度

( 平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで )

売 上 高 割 合 売 上 高 割 合

ホテル事業 2,702,950 48.9％ 2,710,276 47.6％

施設運営受託事業 2,603,923 47.1％ 2,770,544 48.7％

ゴルフ事業 221,757 4.0％ 209,070 3.7％

合　　　計 5,528,631 100.0％ 5,689,891 100.0％
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《介護医療関連事業》

　介護医療関連事業の地域別売上高の推移は、次のとおりであります。
（単位：千円）

地　　　域

前連結会計年度

( 平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで )

当連結会計年度

( 平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで )

売 上 高 割 合 売 上 高 割 合

四　　　国 824,337 41.7％ 1,075,308 36.2％

中　　　国 786,768 39.8％ 1,026,008 34.6％

近　　　畿 － － 80,075 2.7％

九　　　州 366,373 18.5％ 786,865 26.5％

合　　　計 1,977,479 100.0％ 2,968,257 100.0％

②設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資額は、2,539百万円であります。その主な

内容は、広島県三原市土地建物の購入等であります。

③資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当社は、平成27年12月24日付にて有限会社エステートサポートの全株式を

取得、平成28年１月27日付にて日本電力株式会社の全株式を取得いたしまし

た。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第50期

(平成25年６月期)
第51期

(平成26年６月期)
第52期

(平成27年６月期)

第53期
(当連結会計年度)
(平成28年６月期)

売 上 高 (千円) 66,010,050 68,621,805 66,138,780 77,856,298

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 2,293,584 2,465,417 1,821,081 2,406,445

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 43.00 46.22 34.14 45.12

総 資 産 (千円) 48,476,732 55,735,655 57,519,305 61,208,844

純 資 産 (千円) 11,366,524 13,510,160 15,108,436 17,249,272

（注）売上高には、消費税等は含まれておりません。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係

　当社の親会社は株式会社穴吹ハウジングサービスで、同社は当社の株式

25,478千株（議決権比率47.77％）を保有しております。

　当社は親会社との間で、事務所の賃貸借等の取引があります。なお、い

ずれの取引も、通常の業務の延長線上にある一般的なものであり、その条

件等についても、当社と資本的・人的関係を有しない者と取引する場合と

同様の扱いをしております。

　当社取締役会は、このような取引条件を把握し、当社グループの利益を

害するものではないことを確認したうえで、取引ごとにその適正性・妥当

性を判断しております。
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②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当　社　の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株式会社クリエアナブキ 243,400千円 57.2％ 人 材 サ ー ビ ス 事 業

穴吹エンタープライズ株式会社 40,000千円 100.0％ ホテル及びゴルフ場等施設運営事業

株式会社プランドゥ穴吹 10,000千円 100.0％ 広 告 代 理 業

株 式 会 社
あなぶきリアルエステート

30,000千円 100.0％ 不 動 産 販 売 代 理 業

あなぶきホーム株式会社 20,000千円 100.0％ 戸 建 住 宅 事 業

株式会社穴吹トラベル 10,000千円 100.0％ ト ラ ベ ル 事 業

株式会社クリエ・イルミネート 10,000千円 （100.0％） Ｉ Ｔ 関 連 サ ー ビ ス 提 供

穴 吹 不 動 産 流 通 株 式 会 社 20,000千円 100.0％ 不 動 産 仲 介 業

あなぶき興産九州株式会社 350,000千円 100.0％ 分譲マンション事業、戸建住宅事業

あ な ぶ き メ デ ィ カ ル ケ ア
株 式 会 社

80,000千円 100.0％ 介 護 医 療 関 連 事 業

あ な ぶ き パ ワ ー＆リ ー ス
株 式 会 社

170,000千円 100.0％ 電力提供等ライフサポート事業

あなぶきアセット株式会社 20,000千円 100.0％ 中古マンション買取・再販事業

株式会社クリエ・ロジプラス 50,000千円 （ 90.0％） ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業

き な り の 家 株 式 会 社 20,000千円 100.0％ 注 文 住 宅 設 計 ・ 請 負 事 業

あなぶきヘルスケア株式会社 10,000千円 （100.0％） 介 護 医 療 関 連 事 業

有限会社エステートサポート 10,000千円 94.0％ 不 動 産 賃 貸 業

日 本 電 力 株 式 会 社 100,000千円 100.0％ 電力提供等ライフサポート事業

あなぶきエンタテインメント
株 式 会 社

10,000千円 100.0％ イ ベ ン ト 企 画 ・ 運 営 業

（注）１．株式会社クリエ・イルミネート及び株式会社クリエ・ロジプラスにおいて、当社の議

決権比率の括弧書（内数）は、株式会社クリエアナブキの議決権比率であります。

２．あなぶきヘルスケア株式会社において、当社の議決権比率の括弧書（内数）は、あな

ぶきメディカルケア株式会社の議決権比率であります。

３．株式会社クリエ・イルミネートは、平成28年７月12日付にて、株式会社クリエアナブ

キが所有する全株式を譲渡したことにより、子会社でなくなっております。

４．あなぶき興産九州株式会社は、平成28年８月１日付にて、当社を存続会社として当社

と合併しております。
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、中長期的には、人口減少及び少子高齢化等

の経済環境の状況により、当社グループにおいて主力である分譲マンション

等の市場規模の拡大は望みづらい状況にあるものと思われます。また、景気

回復の傾向が見られ、かつ、消費税率の10％への引上げは再延期されたもの

の、消費税率がさらに引上げられた場合の想定される、消費マインドの減退

等の厳しい経営環境に備えておかなければならないと考えております。

　このような状況の中、当社グループでは、経営理念に基づき、引き続き地

域密着、顧客重視の姿勢を堅持し、事業推進を行ってまいります。

　また、現在及び今後の外部及び内部環境等の状況を踏まえ、下記のとおり、

第54期（平成29年６月期）から第56期（平成31年６月期）までの３カ年を対

象とする中期経営計画を策定しております。

　〈中期経営ビジョン〉

　　　お客様の生涯価値の向上を提供できる不動産価値創造企業となる。

　〈中期経営方針〉

新しい顧客価値の創造を行い、フローとストックの両軸経営を推進し

つつ、トータルハウジングサービスを確立する。

　〈重点戦略〉

１．総合的な不動産開発の強化

２．買取再販事業及び不動産仲介事業の強化

３．あなぶきグループ内の請負事業の強化

４．戦略的Ｍ＆Ａ及びオープンイノベーションの推進

５．介護医療関連事業及びエネルギー関連事業の強化

６．お客様との関係性強化のためのグループ力向上と情報の有効活用

７．東南アジアへの進出

８．次世代経営者の育成とグループ内人事交流の実施

９．競争力を高めるための生産性向上と業務改善

10．財務体質の継続的改善
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(5) 主要な事業内容（平成28年６月30日現在）

事　業　区　分 事　　業　　内　　容

 不動産関連事業
マンション分譲、不動産仲介、不動産賃貸、戸建分

譲、注文住宅・アパート建設等

 人材サービス関連事業
人材派遣、有料職業紹介、アウトソーシング受託、組

織人事コンサルティング、教育研修等

 施設運営事業
ホテル・旅館運営、サービスエリア運営、ゴルフ場運

営、施設運営受託等

 介護医療関連事業
有料老人ホーム等の賃貸・運営、介護関連事業、医

療・介護ポータルサイトの運営等

 その他事業
国内主催旅行、旅行手配、広告代理、販売促進イベン

ト企画、電力提供、住宅設備機器のリース事業等

(6) 主要な事業所等（平成28年６月30日現在）

 ①当社の主要な事業所

本社　　　　　　　　　　　　　　　香川県高松市鍛冶屋町７番地12

東四国支店　　　　　　　　　　　　香川県高松市鍛冶屋町７番地12

高知支店　　　　　　　　　　　　　高知県高知市本町３丁目４番22号

松山支店　　　　　　　　　　　　　愛媛県松山市千舟町５丁目７番６号

岡山支店　　　　　　　　　　　　　岡山市北区幸町８番29号

広島支店　　　　　　　　　　　　　広島市中区基町12番５号

山口支店　　　　　　　　　　　　　山口県周南市御幸通１丁目５番地

山陰支店　　　　　　　　　　　　　島根県松江市御手船場町549番地１

神戸支店　　　　　　　　　　　　　神戸市中央区三宮町１丁目１番１号

姫路支店　　　　　　　　　　　　　兵庫県姫路市豊沢町140番地

関東支店　　　　　　　　　　　　　東京都港区芝４丁目３番５号

大阪オフィス　　　　　　　　　　　大阪市北区梅田１丁目11番４号
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 ②子会社の主要な事業所

株式会社クリエアナブキ 本社 香川県高松市磨屋町

高松支店 香川県高松市磨屋町

丸亀支店 香川県丸亀市風袋町

徳島支店 徳島県徳島市八百屋町

高知支店 高知県高知市本町

松山支店 愛媛県松山市三番町

新居浜支店 愛媛県新居浜市久保田町

岡山支店 岡山市北区下石井

広島支店 広島市中区基町

大阪支店 大阪市北区西天満

名古屋支店 名古屋市中区栄

東京支店 東京都千代田区有楽町

穴吹エンタープライズ株式会社 本社 香川県高松市福田町

株式会社プランドゥ穴吹 本社 香川県高松市鍛冶屋町

福岡支店 福岡市博多区御供所町

株式会社あなぶきリアルエステート 本社 香川県高松市鍛冶屋町

あなぶきホーム株式会社 本社

岡山営業所

香川県高松市今里町

岡山県倉敷市西阿知町

株式会社穴吹トラベル 本社 香川県高松市磨屋町

徳島営業所 徳島県徳島市川内町

株式会社クリエ・イルミネート 本社 東京都港区虎ノ門

穴吹不動産流通株式会社 本社 香川県高松市鍛冶屋町

高知店 高知県高知市本町

松山店 愛媛県松山市和泉南

岡山店 岡山市北区西古松

福山店 広島県福山市西町

広島店 広島市中区基町

福岡店 福岡市博多区御供所町

鹿児島店 鹿児島県鹿児島市中町

あなぶき興産九州株式会社 本社 福岡市博多区御供所町

南九州支店 鹿児島県鹿児島市西千石町

長崎営業所 長崎県長崎市新地町

沖縄営業所 沖縄県那覇市松尾

あなぶきメディカルケア株式会社 本社 香川県高松市磨屋町

あなぶきパワー＆リース株式会社 本社 香川県高松市鍛冶屋町
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あなぶきアセット株式会社 本社 香川県高松市鍛冶屋町

株式会社クリエ・ロジプラス 本社 香川県高松市今新町

きなりの家株式会社 本社 岡山市中区今在家

あなぶきヘルスケア株式会社 本社 香川県高松市磨屋町

有限会社エステートサポート 本社 香川県高松市鍛冶屋町

日本電力株式会社 本社 東京都港区芝

あなぶきエンタテインメント株式会社 本社 香川県高松市磨屋町

 ③主要な施設等

ホテル ロイヤルパークホテル高松 香川県高松市瓦町

チサンイン高松 香川県高松市福田町

高松国際ホテル 香川県高松市木太町

琴平パークホテル 香川県仲多度郡琴平町

リーガホテルゼスト高松 香川県高松市古新町

旅館 旅館くらしき 岡山県倉敷市本町

ゴルフ場 アルファ津田カントリークラブ 香川県さぬき市寒川町

運営受託施設 津田の松原サービスエリア 香川県さぬき市津田町

クアパーク津田 香川県さぬき市津田町

クアタラソさぬき津田

上板サービスエリア

香川県さぬき市津田町

徳島県板野郡上板町

指定管理施設 サンメッセ香川 香川県高松市林町

香川県県民ホール 香川県高松市玉藻町

高松テルサ 香川県高松市屋島西町

香川県総合運動公園

マリンウェーブ（三豊市文化会館）

香川県高松市生島町

香川県三豊市詫間町
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(7) 使用人の状況（平成28年６月30日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

1,194名 109名増

（注）上記使用人のほか、契約社員及びパートタイマーは1,448名であります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

220名 11名増 35.9歳 9.3年

（注）上記使用人のほか、契約社員及びパートタイマーは48名であります。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年６月30日現在）
（単位：千円）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 香 川 銀 行 1,300,000

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 1,300,000

株 式 会 社 高 知 銀 行 800,000

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 784,720

株 式 会 社 山 口 銀 行 622,000

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 575,000

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 575,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年６月30日現在）

①発行可能株式総数　　　　230,000,000株

②発行済株式の総数 　　　  57,678,000株（自己株式4,341,169株を含む）

③株主数 　　　　　　　　　　   4,446名

④大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社穴吹ハウジングサービス 25,478千株 47.8％

穴 吹 忠 嗣 7,883千株 14.8％

株 式 会 社 カ ト ー サ ー ビ ス 1,244千株 2.3％

穴 吹 　 薫 779千株 1.5％

和 歌 弘 州 730千株 1.4％

あ な ぶ き 興 産 従 業 員 持 株 会 694千株 1.3％

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 0 1 9

524千株 1.0％

株 式 会 社 ワ カ タ ケ 516千株 1.0％

B B H  F O R  F I D E L I T Y  L O W - P R I C E D
S T O C K  F U N D ( P R I N C I P A L
A L L  S E C T O R  S U B P O R T F O L I O )

466千株 0.9％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ）

432千株 0.8％

（注）１．上記のほか当社所有の自己株式が4,341,169株あります。

２．持株比率は自己株式（4,341,169株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①取締役及び監査役の状況（平成28年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 穴 吹 忠 嗣

専 務 取 締 役 冨 岡 徹 也
管理本部長
穴吹エンタープライズ株式会社代表取締役社長
あなぶきパートナー株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 柴 田 　 登
株式会社プランドゥ穴吹代表取締役社長
あなぶきパワー＆リース株式会社代表取締役社長
日本電力株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 手 塚 恒 夫
不動産開発本部及びマンション営業本部担当
あなぶきホーム株式会社代表取締役社長

取 締 役 藏 田 　 徹
グループ戦略室長
株式会社クリエアナブキ代表取締役社長

取 締 役 堀 井 　 茂 弁護士

取 締 役 新 宮 章 弘 株式会社穴吹ハウジングサービス取締役社長

常 勤 監 査 役 土 居 年 典

常 勤 監 査 役 横 田 賢 二 税理士

監 査 役 勝 丸 千 晶 公認会計士

監 査 役 西 山 司 朗 弁護士

（注）１．取締役堀井　茂氏は、社外取締役であります。

２．監査役横田賢二、勝丸千晶及び西山司朗の３氏は、社外監査役であります。

３．監査役横田賢二及び勝丸千晶の両氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

・監査役横田賢二氏は、税理士の資格を有しております。

・監査役勝丸千晶氏は、公認会計士の資格を有しております。

４．当社は、取締役堀井　茂、監査役土居年典、横田賢二、勝丸千晶及び西山司朗の５氏

との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

５．当社は、取締役堀井　茂、監査役横田賢二、勝丸千晶及び西山司朗の４氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同所に届け出ております。

６．監査役西山司朗氏は、平成28年８月23日付にて辞任の申し出に基づき、退任しており

ます。
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②取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区　　分 支給人員 支給額

取　締　役
（うち社外取締役）

 ７名
（１）

147,180千円
（3,600）

監　査　役
（うち社外監査役）

６名
（５）

17,505千円
（10,500）

合　　　計 13名 164,685千円

（注）１．当事業年度中における賞与及び退職慰労金の支払及び繰入等はありません。

　　　２．上記には、当事業年度中に退任した監査役２名を含んでおります。

３．取締役の報酬限度額は、平成15年９月29日開催の第40期定時株主総会において年額

300,000千円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成14年９月24日開催の第39期定時株主総会において年額

30,000千円以内と決議いただいております。

③社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 主な活動状況

取 締 役 堀井　茂

　平成27年９月25日に就任後、当期開催の取締役会15回のうち15回す

べてに出席し、豊富な経験と弁護士としての専門的な見地から発言を

行っております。

監 査 役 横田賢二

　平成27年９月25日に就任後、当期開催の取締役会15回のうち15回す

べてに、また、８回の監査役会のうち８回すべてに出席し、豊富な経

験と税理士としての専門的な見地から発言を行っております。

監 査 役 勝丸千晶

　当期開催の取締役会18回のうち16回に、また、10回の監査役会のう

ち10回すべてに出席し、豊富な経験と公認会計士としての専門的な見

地から発言を行っております。

監 査 役 西山司朗

　平成27年９月25日に就任後、当期開催の取締役会15回のうち15回す

べてに、また、８回の監査役会のうち８回すべてに出席し、豊富な経

験と弁護士としての専門的な見地から発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①会計監査人の名称　新日本有限責任監査法人

②報酬等の総額

・当事業年度に係る報酬等の額 28,500千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

51,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認

し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意しております。

③会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

(1)処分対象者　新日本有限責任監査法人

(2)処分の内容　平成28年１月１日から同年３月31日までの３カ月間の契約の

新規の締結に関する業務の一部停止

(3)処分の理由　・社員が相当の注意を怠ったことによる虚偽証明

　　　　　　　 ・監査法人の運営が著しく不当
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　当社グループ（当社及び当社の子会社）では、下記の方針に従って、適切な

組織の構築、規程等の制定、情報の共有化、モニタリングを行う体制として、

内部統制システムを整備・維持し、適宜見直すことで、適法かつ効率的な業務

執行体制の確立を図ってまいります。なお、当社の子会社にて上場しておりま

す会社についても、当基本方針とは別にこれに準じた内部統制基本方針を定め、

運用管理しております。

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(1)当社グループの取締役及び使用人は、法令及び定款、また、行動規範を定

めた「企業倫理規程」等の社内規則の遵守を企業活動の前提とし、実効性

のある内部統制システムの構築に努める。

(2)監査役会は、この内部統制システムの有効性と機能を監査する。

(3)当社グループのコンプライアンスに関する意思決定機関として代表取締役

社長を最高責任者とする「コンプライアンス委員会」を設置する。

(4)当社グループの取締役及び使用人における法令等・企業倫理遵守に対する

意識の醸成を図るために、教育研修の実施や「コンプライアンス・ハンド

ブック」を制定するなど、周知徹底を継続して行う。

(5)「企業倫理ホットライン」の導入や社員相談員を設置するなど、コンプラ

イアンス上、疑義ある行為についての内部通報制度を設置する。

(6)反社会的勢力から接触を受けた場合は、対応統括部署を総務部として、外

部専門機関との連携を図り、組織的に対応する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)当社グループの取締役及び使用人の職務執行に係る情報については、取締

役会において定めるものの他、文書及び情報管理規程に従い、適切に作成、

保管、廃棄等の取り扱いを行う。

(2)取締役及び監査役等は、法令で定める場合の他、いつでもこれらの文書を

閲覧することができる。
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社グループの経営上の重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクの分析及

び対策の検討については、代表取締役社長を議長とし、取締役、監査役及

び執行役員が出席する経営会議において行う。

(2)リスクに対応する社内規程及びマニュアルの整備・見直しを適宜行う。

(3)事業活動上の重大な損害の発生が予測される場合には、代表取締役社長を

本部長とする対策本部を設置して損害の未然防止のための迅速な対応を行

う。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会を定時の月１回及び必要に応じて適宜臨時に開催する。

(2)執行役員を含めた経営会議を週１回開催し、社内規程で定められた決裁権

限に従って迅速かつ機動的な意思決定を行う。

(3)職務執行に関する権限及び責任については、業務分掌規程、職務権限規程

その他の社内規程において定め、適時適切に見直しを行う。

⑤企業集団における業務の適切な管理体制を確保するための体制

(1)子会社等の経営管理等については、「子会社等管理規程」を定め、当社の

決裁、報告及びモニタリング等による重要事項のリスク管理を行う。

(2)主要な子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、子会社の取締役の

職務執行の監視・監督または監査を行う。

(3)取締役、監査役及び子会社社長等をメンバーとするグループ経営会議を週

１回開催し、事業の状況に関する定期的な報告と重要事項についての協議

を行う。

(4)内部監査室は、当社の子会社管理状況及び子会社の業務活動について内部

監査を実施する。

(5)当社及び子会社等関係会社間の取引については、第三者との取引と同等の

基準により、その妥当性を判断する。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役の職務を補助する監査役事務局を設置し、専任のスタッフを配置す

る。

(2)上記使用人は、監査役より監査業務に必要な要請を受けた場合は、その要

請に関して監査役の指揮命令に従わなければならず、取締役及び使用人等

の指揮命令を受けない。

(3)上記使用人の人事考課、異動、懲戒等については、監査役の同意を要する。
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⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

(1)監査役は、取締役会、経営会議、その他の重要な会議に出席し、また重要

な決裁書類及び関係資料を閲覧する。

(2)代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議に

おいて、その担当する業務の執行状況を報告する。

(3)当社グループの取締役及び使用人は、当社グループの業務または業績に影

響を与える重要な事項、法令違反その他のコンプライアンス上の問題につ

いて監査役に報告する。

(4)上記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役

及び使用人に対して報告を求めることができる。

(5)上記の報告を理由に当該報告者に対する不利益な取り扱いを禁止する。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役は、取締役及び会計監査人等と定期的な会合を持つなどして、意見

交換等を行う。

(2)監査役は、職務の執行のために、弁護士、公認会計士等の外部アドバイザ

ーの使用を要請した場合は、当社はその有効活用を確保する。

(3)監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社は

当該請求に基づき支払いを行う。

⑨財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法及び

関連法令の定めに従い、必要かつ適切な内部統制システムの整備・運用を図

る。また、その有効性を定期的に評価し、必要な是正・改善を行うことで、

財務報告の信頼性と適正性を確保する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要は、以下のとお

りであります。

（内部統制システム全般）

　当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の代表取

締役社長を委員長とする内部統制委員会等がモニタリングし、改善を進めま

した。また、内部統制委員会は、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る

内部統制の有効性の評価」を行いました。
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（重要な会議の開催状況）

　定時取締役会12回、臨時取締役会６回を開催し、取締役の職務執行の適法

性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と

利害関係を有しない社外監査役が常時在籍しました。その他、監査役会は10

回、経営会議及びグループ経営会議は45回、四半期実績検討会議は４回、コ

ンプライアンス委員会は６回開催しました。

（監査役の職務執行の状況）

　監査役は、当社の代表取締役、取締役、担当部門長及び当社の主な子会社

の取締役等と適宜面談を実施しました。監査役会は、代表取締役、会計監査

人及び内部監査室との間で、それぞれ定期的な意見交換会を実施しました。

また、経営会議、グループ経営会議及び四半期実績検討会議には、常勤監査

役２名（内社外監査役１名）が出席しました。

（企業集団における業務の管理体制の状況）

　主要な子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、子会社の重要会議

への出席及び重要書類の閲覧等を実施しました。また、子会社社長等をメン

バーとするグループ経営会議は45回開催し、当社グループ及び各社における

経営課題の把握と対応方針等について討議しました。

（反社会的勢力排除に対する取り組みの状況）

　お客様との契約書等への暴力団排除条項の挿入をはじめとした取り組みを

継続して実施しました。
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成28年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

41,121,071

6,614,211

1,270,835

31,212,614

414,937

1,627,501

△19,029

20,087,773

16,495,893

8,433,246

725,386

6,302,380

1,034,880

640,859

433,802

207,057

2,951,020

266,439

276,819

2,415,336

△7,575

流 動 負 債 21,553,186

買 掛 金 3,332,935

短 期 借 入 金 1,222,000

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 2,446,000

１年内返済予定の長期借入金 3,110,051

未 払 法 人 税 等 1,237,753

前 受 金 6,925,123

賞 与 引 当 金 564,985

繰 延 税 金 負 債 295,776

そ の 他 2,418,559

固 定 負 債 22,406,386

社 債 9,204,600

長 期 借 入 金 10,205,807

退職給付に係る負債 609,237

役員退職慰労引当金 63,286

繰 延 税 金 負 債 93,369

そ の 他 2,230,086

負 債 合 計 43,959,572

純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,837,015

資 本 金 755,794

資 本 剰 余 金 821,283

利 益 剰 余 金 15,704,251

自 己 株 式 △444,314

その他の包括利益累計額 △6,983

その他有価証券評価差額金 △6,983

非 支 配 株 主 持 分 419,239

純 資 産 合 計 17,249,272

資 産 合 計 61,208,844 負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,208,844

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 77,856,298

売 上 原 価 62,072,678

売 上 総 利 益 15,783,619

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,742,447

営 業 利 益 4,041,172

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,734

受 取 配 当 金 3,734

投 資 事 業 組 合 運 用 益 29,220

受 取 手 数 料 10,972

補 助 金 収 入 31,515

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 6,527

償 却 債 権 取 立 益 3,973

そ の 他 65,847 163,526

営 業 外 費 用

支 払 利 息 313,024

社 債 発 行 費 40,606

そ の 他 109,419 463,050

経 常 利 益 3,741,649

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 792,191

そ の 他 4,726 796,917

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 171,700

固 定 資 産 除 却 損 15,600

減 損 損 失 114,004

そ の 他 391 301,696

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,236,870

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,866,821

法 人 税 等 調 整 額 △67,438 1,799,383

当 期 純 利 益 2,437,487

非支配株主に帰属する当期純利益 31,041

親会社株主に帰属する当期純利益 2,406,445

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年７月１日　残高 755,794 821,283 13,617,733 △444,130 14,750,680

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △320,023 △320,023

親会社株主に帰属する当期
純 利 益

2,406,445 2,406,445

自 己 株 式 の 取 得 △183 △183

そ の 他 96 96

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,086,518 △183 2,086,335

平成28年６月30日　残高 755,794 821,283 15,704,251 △444,314 16,837,015

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

平成27年７月１日　残高 8,583 8,583 349,172 15,108,436

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △320,023

親会社株主に帰属する当期
純 利 益

2,406,445

自 己 株 式 の 取 得 △183

そ の 他 96

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△15,567 △15,567 70,067 54,500

連結会計年度中の変動額合計 △15,567 △15,567 70,067 2,140,835

平成28年６月30日　残高 △6,983 △6,983 419,239 17,249,272

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 　　　　18社（国内）　株式会社クリエアナブキ

穴吹エンタープライズ株式会社

株式会社プランドゥ穴吹

株式会社あなぶきリアルエステート

あなぶきホーム株式会社

株式会社穴吹トラベル

株式会社クリエ・イルミネート

穴吹不動産流通株式会社

あなぶき興産九州株式会社

あなぶきメディカルケア株式会社

あなぶきパワー＆リース株式会社

あなぶきアセット株式会社

株式会社クリエ・ロジプラス

きなりの家株式会社

あなぶきヘルスケア株式会社

有限会社エステートサポート

日本電力株式会社

あなぶきエンタテインメント株式会社

非連結子会社の数 　　　　　　 ６社　 あなぶきパートナー株式会社

アルファデザインスタジオ株式会社

あなぶきエンタテイメント有限会社

株式会社ジョイフルサンアルファ

株式会社採用工房

株式会社ミウラチャレンディ

　有限会社エステートサポート及び日本電力株式会社は、新たに株式を取得したため、あ

なぶきエンタテインメント株式会社は、新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

　上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲より除いております。

（2）持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数　１社　 株式会社穴吹インシュアランス

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数　　７社

あなぶきパートナー株式会社

株式会社さぬき市ＳＡ公社

アルファデザインスタジオ株式会社

あなぶきエンタテイメント有限会社

株式会社ジョイフルサンアルファ

株式会社採用工房

株式会社ミウラチャレンディ
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　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち株式会社クリエアナブキ、株式会社クリエ・イルミネート及び株式会

社クリエ・ロジプラスの事業年度末日は３月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同事業年度末日現在の計算書類を使用しております。

ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

（4）会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

販売用不動産及び仕掛不動産　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

原材料　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。ただし、ホテル食材については最

終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

②重要な減価償却資産の減価償却方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。ただし、建物（附属設備は除く）につきまし

ては、平成10年３月31日以前に取得したものは旧定

率法、平成10年４月１日から平成19年３月31日まで

に取得したものは旧定額法、平成19年４月１日以降

に取得したものは定額法、建物以外につきましては、

平成19年３月31日以前に取得したものは旧定率法、

平成19年４月１日以降に取得したものは定率法、平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物は定額法を採用しております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。
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建物及び構築物　　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　　２～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度

に負担すべき支給見込額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　当社においては、役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。なお、当規程は平

成15年９月末をもって廃止となり、役員退職慰労引

当金は規程適用期間中から在任している役員に対す

る支給予定額であります。

④退職給付に係る会計処理の方法　　　当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債

及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。

⑤のれんの償却に関する事項　　　　　のれんの償却については、原則として、５～10年間

の定額法により償却を行っております。

⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。ただし、控除対象外消費税等は固定資

産に係る部分を除いて、全額発生連結会計年度の期

間費用として処理しております。なお、固定資産に

係る消費税等は長期前払費用に計上し、５年間で均

等償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定
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的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連

結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少

数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44

－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法

の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年

度より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　　　　　　  　　　　　4,546,872千円

（2）担保に供している資産

 現金及び預金　　　　　　　   315,016千円

 たな卸資産　　　　　　　　   553,673千円

 建物及び構築物　　　　　　 4,223,209千円

 土地　　　　　　　　　　　 3,394,603千円

担保に係る債務の金額

 短期借入金　　　　　　　　 1,200,000千円

 １年内返済予定の長期借入金   220,600千円

 長期借入金　　　　　　　　   416,900千円

（3）コミットメント契約

　当社及び連結子会社（18社）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

18行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

12,350,000千円

借入実行残高 1,206,000千円

差引額 11,144,000千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 （ 株 ）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

 普通株式 57,678,000 － － 57,678,000
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（2）自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 （ 株 ）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

 普通株式 4,340,436 733 － 4,341,169

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加733株は、単元未満株式の買取りによる増加733株

であります。

（3）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

平成27年９月25日開催の第52期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　 160,012千円

・１株当たり配当金額　 　　　  3円00銭

・基準日　　　　　　　平成27年６月30日

・効力発生日　　　　　平成27年９月28日

平成28年２月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　 160,010千円

・１株当たり配当金額　　　　　 3円00銭

・基準日　　　　　　　平成27年12月31日

・効力発生日　　　　　平成28年３月７日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成28年９月28日開催予定の第53期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額　　　　　　 213,347千円

・１株当たり配当金額　 　　　  4円00銭

・基準日　　　　　　　平成28年６月30日

・効力発生日　　　　　平成28年９月29日

５．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金計画（設備投資計画を含む。以下同じ。）に照らし、主として銀

行からの借入及び社債の発行により、必要な資金を調達しております。一時的な余資の運

用については、経営状況が健全な金融機関の短期性の預金等に限定しており、また、短期

的な運転資金は銀行借入により調達しております。

　なお、当社グループは、デリバティブ取引を行っておりません。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであります。また、長期

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日

後約10年であります。これらの借入金のうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりま

す。
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③金融商品に係るリスク管理体制

イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社では、債権及び与信管理規程に従い、営業債権について、各取引担当部門と当該

規程の主管部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　なお、当社の連結子会社においても、同様の方法によって管理しております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財

務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。

　短期借入金及び長期借入金については、担当部門が適時に利率動向等をモニタリング

することにより、市場リスクを管理しております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより、営業債務や借入金についての流動性リス

クを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項

　平成28年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。

連結貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 6,614,211 6,614,211 －

(2)売掛金 1,270,835

　 貸倒引当金（※） △3,767

1,267,067 1,267,067 －

(3)投資有価証券 31,885 31,885 －

　資産計 7,913,164 7,913,164 －

(1)買掛金 3,332,935 3,332,935 －

(2)短期借入金 1,222,000 1,222,000 －

(3)１年内償還予定の社債 2,446,000 2,445,625 △374

(4)１年内返済予定の
　 長期借入金

3,110,051 3,109,695 △355

(5)社債 9,204,600 9,175,239 △29,360

(6)長期借入金 10,205,807 10,156,216 △49,590

　負債計 29,521,393 29,441,714 △79,679
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（※）売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(3)１年内償還予定の社債、(4)１年内返済予定の長期借入金、（5）社債、(6)長期

借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、

また、当社グループの信用状態も、借入れ後、大きく異ならないことから、時価

は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

また、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該社債、長期借入金

の元利金の合計額を同様の借入れにおいて想定される利率で割り引いて、現在価

値を算出しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 234,554

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「資産(3)投資有価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、香川県その他の地域において、賃貸用のマンション（土

地を含む。）を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

8,066,782千円 △2,065,953千円 6,000,828千円 6,000,828千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

　　　２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で

算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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７．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額　　315円54銭

（2）１株当たり当期純利益　 45円12銭

８．重要な後発事象に関する注記

（重要な株式併合）

　当社は、平成28年8月23日開催の取締役会において、平成28年9月28日開催予定の第53期定時

株主総会に、株式併合（10株を１株に併合）にかかる議案を付議すること、及び同議案が承認

可決されることを条件として、単元株式数を変更（1,000株から100株）することを決議いたし

ました。

（1）株式併合の目的

　全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、全ての国内上場会社

の株式売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位

（単元株式数）を現在の1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望ましいとし

ている投資単位の水準（５万円以上50万円未満）を勘案し、株式併合（10株を１株に併合）

を実施するものです。

（2）株式併合の内容

①併合する株式の種類

普通株式

②併合の方法・比率

　平成29年１月１日をもって、平成28年12月31日の最終株主名簿に記録された株主様の所

有株式を基準に、10株につき１株の割合をもって併合いたします。

③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成28年６月30日現在） 57,678,000株

株式併合により減少する株式数 51,910,200株

併合後の発行済株式総数 5,767,800株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式

併合前の発行済株式総数及び株式併合割合に基づき算出した理論値です。

（3）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情

報は以下のとおりであります。

　　１株当たり純資産額　　　　　　3,155円42銭

　　１株当たり当期純利益　　　　　　451円18銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２８年８月２９日

穴吹興産株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 千 葉 達 也 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渡 辺 力 夫 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、穴吹興産株式会社の平成２７年７
月１日から平成２８年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、穴吹興産株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第53期事業年

度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計

算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実

施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結

計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

　会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成28年９月１日

穴 吹 興 産 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 土 居 年 典 

常勤監査役 横 田 賢 二 

監 査 役 勝 丸 千 晶 

（注）監査役　横田賢二、勝丸千晶の２名は、社外監査役であります。
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貸　借　対　照　表
（平成28年６月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

原 材 料

仕 掛 不 動 産

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,306,401

1,403,119

10,425

1,581,208

8,370

15,910,630

14,555

155,364

163,507

203,823

753,039

102,897

△541

21,829,619

13,194,697

6,363,566

69,760

699,048

4,862

33,538

5,454,902

569,018

82,181

70,972

9,156

2,052

8,552,740

47,240

2,951,595

18,612

4,293,698

173,176

904,135

113,227

61,499

△10,445

流 動 負 債 14,821,793

買 掛 金 1,394,195

短 期 借 入 金 1,320,000

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 2,446,000

１年内返済予定の長期借入金 2,388,716

未 払 金 184,995

未 払 費 用 648,396

未 払 法 人 税 等 665,629

未 払 消 費 税 等 255,698

前 受 金 5,194,566

預 り 金 123,742

賞 与 引 当 金 192,910

そ の 他 6,942

固 定 負 債 14,940,122

社 債 7,354,600

長 期 借 入 金 6,925,727

預 り 保 証 金 373,997

退 職 給 付 引 当 金 193,404

役員退職慰労引当金 63,286

そ の 他 29,107

負 債 合 計 29,761,915

純 資 産 の 部

株 主 資 本 12,381,608

資 本 金 755,794

資 本 剰 余 金 821,283

資 本 準 備 金 747,590

そ の 他 資 本 剰 余 金 73,692

利 益 剰 余 金 11,248,843

利 益 準 備 金 7,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,241,843

特 別 償 却 準 備 金 437,392

圧 縮 記 帳 積 立 金 93,826

別 途 積 立 金 1,500,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,210,625

自 己 株 式 △444,314

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △7,502

その他有価証券評価差額金 △7,502

純 資 産 合 計 12,374,105

資 産 合 計 42,136,021 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,136,021

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 39,798,555

売 上 原 価 30,716,124

売 上 総 利 益 9,082,431

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,552,767

営 業 利 益 2,529,663

営 業 外 収 益

受 取 利 息 69,361

受 取 配 当 金 178,396

受 取 手 数 料 2,635

補 助 金 収 入 2,588

雑 収 入 19,068 272,050

営 業 外 費 用

支 払 利 息 216,025

社 債 発 行 費 38,592

雑 損 失 87,366 341,984

経 常 利 益 2,459,729

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 791,097 791,097

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 171,700

固 定 資 産 除 却 損 186

減 損 損 失 100,000

関 係 会 社 株 式 評 価 損 265,000

そ の 他 36 536,923

税 引 前 当 期 純 利 益 2,713,902

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,146,418

法 人 税 等 調 整 額 △23,618 1,122,799

当 期 純 利 益 1,591,102

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年７月１日から
平成28年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

特別償却
準 備 金

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成27年７月１日　残高 755,794 747,590 73,692 821,283 7,000 532,755 96,092 1,500,000 7,841,820 9,977,668

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △320,023 △320,023

特別償却準備金の取崩 △95,363 95,363 －

圧 縮 記 帳 積 立 金
の 積 立

96 96

圧 縮 記 帳 積 立 金
の 取 崩

△2,361 2,361 －

当 期 純 利 益 1,591,102 1,591,102

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △95,363 △2,265 － 1,368,804 1,271,175

平成28年６月30日　残高 755,794 747,590 73,692 821,283 7,000 437,392 93,826 1,500,000 9,210,625 11,248,843

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成27年７月１日　残高 △444,130 11,110,615 8,107 8,107 11,118,722

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △320,023 △320,023

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩

－ －

圧 縮 記 帳 積 立 金
の 積 立

96 96

圧 縮 記 帳 積 立 金
の 取 崩

－ －

当 期 純 利 益 1,591,102 1,591,102

自 己 株 式 の 取 得 △183 △183 △183

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△15,609 △15,609 △15,609

当 期 変 動 額 合 計 △183 1,270,992 △15,609 △15,609 1,255,382

平成28年６月30日　残高 △444,314 12,381,608 △7,502 △7,502 12,374,105

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法に基づく原価法を採用しております。

②その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

①販売用不動産及び仕掛不動産　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

②原材料　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

③貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

（3）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、建物（附属設備は除く）につきましては、

平成10年３月31日以前に取得したものは旧定率法、平

成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得した

ものは旧定額法、平成19年４月１日以降に取得したも

のは定額法、建物以外につきましては、平成19年３月

31日以前に取得したものは旧定率法、平成19年４月１

日以降に取得したものは定率法、平成28年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用

しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　　　　　10～50年

機械及び装置　　　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　　　　２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

③リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④長期前払費用　　　　　　　　　　定額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額を計上しております。退職給

付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

④役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

ます。なお、当規程は平成15年９月末をもって廃止と

なり、役員退職慰労引当金は規程適用期間中から在任

している役員に対する支給予定額であります。

（5）消費税等の会計処理について　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。ただし、控除対象外消費税等は固定資産に

係る部分を除いて、全額発生事業年度の期間費用とし

て処理しております。なお、固定資産に係る消費税等

は長期前払費用に計上し、５年間で均等償却を行って

おります。

２．会計方針の変更に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用

を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首

以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計

基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響はありません。

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号）を当事業年度より適用し、平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記

（1）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

短期金銭債権　　　　　　　   762,152千円　　長期金銭債権　　　　  4,107,598千円

短期金銭債務　　　　　　　   502,339千円　　長期金銭債務　　　　     16,627千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,946,826千円

（3）担保に供している資産

仕掛不動産　　　　　　　     282,451千円

建物　　　　　　　　　　   3,918,749千円

土地　　　　　　　　　　   3,166,752千円

担保に係る債務の金額

短期借入金　　　　　　　　 1,200,000千円　　長期借入金　　　　　    160,000千円

（4）保証債務の額

　　　子会社の金融機関からの借り入れに対する債務保証　　　　　　　　　  1,687,229千円

（5）コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

10,400,000千円

借入実行残高 1,200,000千円

差引額 9,200,000千円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売上高　　　　　　　　　　   690,078千円　　受取利息　　　　　　　   63,146千円

仕入高　　　　　　　　　　   182,255千円　　受取配当金　　　　　　  177,564千円

販売費及び一般管理費　　　 2,426,496千円　　支払利息　　　　　　　　  3,299千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度末の
株 式 数 （ 株 ）

普通株式 4,340,436 733 － 4,341,169

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加733株は、単元未満株式の買取りによる増加733

株であります。
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６．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 19,302

退職給付引当金 69,714

貸倒引当金 3,352

賞与引当金 59,223

未払事業税 36,646

販売用備品 25,801

販売手数料 78,233

減損損失 244,104

関係会社株式評価損 135,725

たな卸資産評価減 3,119

資産除去債務 4,931

その他 6,873

小計 687,027

評価性引当額 △135,725

繰延税金資産合計 551,302

繰延税金負債

特別償却準備金 △192,694

建物圧縮記帳積立金 △41,210

その他 △345

繰延税金負債合計 △234,251

繰延税金資産の純額 317,051

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
(単位：％)

法定実効税率 32.8

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.1

留保金に対する課税額 4.5

住民税均等割等 0.7

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5

過年度法人税等 1.6

評価性引当額 3.2

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.4
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（3）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.8％から平成28年７月１日に開始する事業年度及び平成29年７月１日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年７月１日に開始する事業年

度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.5％になります。

　この税率変更による影響は軽微であります。

７．関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等

種　類
会社等の
名　　称

議決権等の所
有（被所有）
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

親会社
株 式 会 社
穴吹ハウジン
グ サ ー ビ ス

（被所有）
直接 　47.8

事務所の賃借 事務所の賃借 22,356 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　市場価格を勘案して、決定しております。取引金額には、消費税等は含んでおり

ません。

（2）子会社及び関連会社等

種　類
会社等の
名　　称

議決権等の所
有（被所有）
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

子会社
あなぶきアセ
ット株式会社

（所有）
直接　100.00

資金の貸付

資金の貸付 1,250,000 長期貸付金 3,100,000

利息の受取 48,742
その他流動

資産
9,736

子会社
あなぶきアセ
ット株式会社

（所有）
直接　100.00

債務保証 債務保証 1,653,215 － －

子会社
有限会社エス
テートサポー
ト

（所有）
直接　 94.00

資金の貸付
資金の貸付 1,000,000 長期貸付金 1,000,000

利息の受取 10,410
その他流動

資産
－

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。債務保証は、金

融機関からの借り入れに対して行っております。取引金額には、消費税等は含んで

おりません。

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額　　  232円00銭

（2）１株当たり当期純利益　　 29円83銭
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９．重要な後発事象に関する注記

（連結子会社の吸収合併）

　当社は、平成28年５月10日開催の取締役会において子会社であるあなぶき興産九州株式会社

を吸収合併することを決議し、平成28年８月１日付で吸収合併いたしました。

（1）取引の概要

　①被合併企業の名称及び当該事業の内容

　被合併企業の名称　あなぶき興産九州株式会社

　事業の内容　　　　マンション販売

②企業結合日

　平成28年８月１日

③企業結合の法的形式

　当社を存続会社とし、あなぶき興産九州株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

④その他取引の概要に関する事項

　グループ経営の効率化を目的としております。

（2）実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25

年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行いました。

（重要な株式併合）

　当社は、平成28年8月23日開催の取締役会において、平成28年9月28日開催予定の第53期定時

株主総会に、株式併合（10株を１株に併合）にかかる議案を付議すること、及び同議案が承認

可決されることを条件として、単元株式数を変更（1,000株から100株）することを決議いたし

ました。

（1）株式併合の目的

　全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、全ての国内上場会社の

株式売買単位を100株に統一することを目指しております。

　当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位

（単元株式数）を現在の1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望ましいとして

いる投資単位の水準（５万円以上50万円未満）を勘案し、株式併合（10株を１株に併合）を実

施するものです。

（2）株式併合の内容

①併合する株式の種類

普通株式

②併合の方法・比率

　平成29年１月１日をもって、平成28年12月31日の最終株主名簿に記録された株主様の所有

株式を基準に、10株につき１株の割合をもって併合いたします。
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③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成28年６月30日現在） 57,678,000株

株式併合により減少する株式数 51,910,200株

併合後の発行済株式総数 5,767,800株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式

併合前の発行済株式総数及び株式併合割合に基づき算出した理論値です。

（3）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報は以

下のとおりであります。

　　１株当たり純資産額　　　　　　2,319円99銭

　　１株当たり当期純利益　　　　　　298円31銭
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２８年８月２９日

穴吹興産株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 千 葉 達 也 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 渡 辺 力 夫 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、穴吹興産株式会社の平成
２７年７月１日から平成２８年６月３０日までの第５３期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第53期事業年度における取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

(２)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

　③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及
び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加
えました。

　④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

　④ 事業報告に記載されている親会社等の取引について、当該取引をするにあたり当社の利益を害さ
ないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の
判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年９月１日

穴 吹 興 産 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 土 居 年 典 

常 勤 監 査 役 横 田 賢 二 

監 査 役 勝 丸 千 晶 

（注）監査役　横田賢二、勝丸千晶の２名は、社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第53期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展

開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　①配当財産の種類

金銭といたします。

　②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金４円といたしたいと存じます。

  また、この場合の配当総額は、213,347,324円となります。

　なお、中間配当金を含めました当期の年間配当金は、普通株式１株に

つき金７円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年９月29日といたしたいと存じます。

第２号議案　株式併合の件

１．株式併合の理由

　東京証券取引所をはじめとする全国証券取引所は、市場利用者の利便性

の向上等を目的に、「売買単位の集約に向けた行動計画」を推進してお

り、平成30年10月１日までに、上場する国内会社の普通株式の売買単位

（単元株式数）を100株に集約することとしています。

　当社は東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社

株式の売買単位である単元株式数を現在の1,000株から100株に変更する

ことといたしました。併せて、変更後も当社株式について、証券取引所が

望ましいとしている投資単位（５万円以上50万円未満）を維持することを

目的として、当社株式について10株を１株にする併合を実施いたしたいと

存じます。

　なお、上記の単元株式数の変更は、本議案が原案どおり可決されること

を条件に、平成29年１月１日をもって、その効力が発生することといたし

ます。
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２．併合する株式の種類及び割合

　当社普通株式の発行済株式総数57,678,000株について、10株を１株に併

合いたします。なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合

には、会社法第235条の定めに基づき、一括して処分し、その処分代金を

端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

３．株式併合の効力発生日

　平成29年１月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数

　23,000,000株

　なお、株式の併合を行うことにより、会社法第182条第２項の定めに基づ

き、その効力発生日に発行可能株式総数に係る定款の変更をしたものとみ

なされます。

【ご参考】

　本議案が原案どおり可決された場合には、平成29年１月１日をもって当

社定款の一部が次のとおり変更されることとなります。

　変更箇所について、現行定款と変更後定款を対照すると次のとおりとな

ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 後 定 款

第６条（発行可能株式総数） 第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、

230,000,000株とする。

当会社の発行可能株式総数は、

23,000,000株とする。

第８条（単元株式数） 第８条（単元株式数）

当会社の単元株式数は、1,000株とす

る。

当会社の単元株式数は、100株とす

る。
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第３号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

１

あな

穴
 

　
ぶき

吹
 

　
ただ

忠
 

　
つぐ

嗣

（昭和28年１月４日生）

昭和53年８月　当社入社

昭和55年３月　当社取締役

平成元年６月　当社代表取締役専務

平成３年１月　当社代表取締役副社長

平成６年７月　当社代表取締役社長（現任）

7,883,000株

２

とみ

冨
 

　
おか

岡
 

　
てつ

徹
 

　
や

也

（昭和30年11月３日生）

昭和55年12月　当社入社

昭和61年１月　当社不動産部岡山営業所長

平成２年７月　当社マンション営業本部次長

平成４年１月　当社高松支店長

平成６年４月　当社取締役高松支店長

平成９年10月　当社常務取締役四国マンション

事業部長

平成14年７月　当社常務取締役管理本部長

平成18年10月　当社専務取締役管理本部長（現

任）

（重要な兼職の状況）

穴吹エンタープライズ株式会社 代表取締役社長

あなぶきパートナー株式会社 代表取締役社長

182,000株

３

しば

柴
 

　
た

田
 

　
 

　
 

　
のぼる

登

（昭和33年２月12日生）

昭和56年４月　当社入社

昭和62年２月　当社不動産部高松店長

平成２年７月　当社取締役不動産開発事業部長

平成４年１月　当社取締役岡山支店長

平成９年10月　当社常務取締役中国近畿マンシ

ョン事業部長

平成14年７月　当社常務取締役マンション事業

本部長

平成17年９月　当社常務取締役マンション事業

本部（現・不動産開発本部）担

当

平成24年９月　当社常務取締役事業企画室担当

平成26年９月　当社常務取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社プランドゥ穴吹 代表取締役社長

あなぶきパワー＆リース株式会社 代表取締役社長

日本電力株式会社　代表取締役社長

211,000株
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候補者
番 号

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

４

くら

藏
 

　
た

田
 

　
 

　
 

　
とおる

徹

（昭和34年１月21日生）

昭和61年２月　当社入社

昭和61年４月　株式会社穴吹テンポラリーセン

ター（現・株式会社クリエアナ

ブキ）へ転籍

平成15年９月　当社取締役（現任）

平成26年１月　当社グループブランド戦略室担

当

平成26年９月　当社グループ戦略室長（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社クリエアナブキ 代表取締役社長

20,000株

５

ほり

堀
 

　
い

井
 

　
 

　
 

　
しげる

茂

（昭和24年５月７日生）

昭和49年10月　司法試験合格

昭和52年４月　弁護士登録

　　　　　　　堀井法律事務所開設　現在に至

る

平成10年４月　香川県弁護士会会長

平成16年９月　当社社外監査役

平成27年９月　当社社外取締役（現任）

59,000株

６

しん

新
 

　
ぐう

宮
 

　
あき

章
 

　
ひろ

弘

（昭和38年１月16日生）

昭和61年４月　株式会社穴吹ハウジングサービ

ス入社

平成14年４月　同社取締役

平成15年10月　同社常務取締役

平成17年５月　同社専務取締役

平成25年７月　同社取締役副社長

平成26年１月　同社取締役社長（現任）

平成27年９月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社穴吹ハウジングサービス 取締役社長

27,000株

※７

おお

大
 

　
たに

谷
 

　
よし

佳
 

　
ひさ

久

（昭和42年９月９日生）

平成２年４月　当社入社

平成18年10月　当社執行役員（現任）

平成23年３月　当社不動産開発本部副本部長兼

シニア開発事業部長

平成24年９月　当社シニア事業部長（現任）

（重要な兼職の状況）

あなぶきメディカルケア株式会社 代表取締役社長

あなぶきヘルスケア株式会社 代表取締役社長

27,000株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　２．新宮章弘氏は、当社の親会社である株式会社穴吹ハウジングサービスの取締役社長で

あり、当社は同社との間に事務所の賃貸借等の取引があります。

　　　３．その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　４．堀井　茂氏は、社外取締役候補者であります。
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　　　５．取締役候補者とした理由

　(1) 穴吹忠嗣氏は、これまで不動産関連事業、人材サービス関連事業及び施設運営事業

等の運営に携わるなど、当社の事業に関する幅広い見識と豊富な経験を有していると

同時に、取締役会議長として経営の統率を適切に果たしてきていることから、これか

らも当社経営の意思決定に参画することが、当社の持続的成長と中長期的な企業価値

向上に資すると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

　(2) 冨岡徹也氏は、これまで当社の主要事業である不動産関連事業の運営を担い、また、

管理本部長として当社の経営課題である財務体質強化にむけて強い統率を果たしてお

ります。また、平成26年より施設運営事業を行う穴吹エンタープライズ株式会社代表

取締役社長としてその経営を行うなど、当社の事業に関する幅広い見識と豊富な経験

を有していることから、これからも当社経営の意思決定に参画することが、当社の持

続的成長と中長期的な企業価値向上に資すると判断したため、引き続き取締役候補者

といたしました。

　(3) 柴田　登氏は、これまで当社の主力事業である不動産関連事業の運営を担い、また、

平成24年より今後の当社の主力事業のひとつと位置付けているエネルギー関連事業を

行うあなぶきパワー＆リース株式会社及び日本電力株式会社の代表取締役社長として

その経営を行うなど、当社の事業に関する幅広い見識と豊富な経験を有していること

から、これからも当社経営の意思決定に参画することが、当社の持続的成長と中長期

的な企業価値向上に資すると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

　(4) 藏田　徹氏は、これまで当社の主要事業である人材サービス関連事業の運営を事業

開始時から担い、また、平成26年よりグループ戦略室長として、当社グループのブラ

ンド戦略及び人材戦略等を担当するなど、当社の事業に関する幅広い見識と豊富な経

験を有していることから、これからも当社経営の意思決定に参画することが、当社の

持続的成長と中長期的な企業価値向上に資すると判断したため、引き続き取締役候補

者といたしました。

　(5) 堀井　茂氏は、弁護士として豊富な経験と専門知識を有していると同時に、平成16

年から平成27年まで当社の社外監査役であったことから当社事業内容を熟知しており、

その経験と高い見識を主にコンプライアンス経営に活かしていただけると判断したた

め、引き続き社外取締役候補者といたしました。

　(6) 新宮章弘氏は、当社の親会社である株式会社穴吹ハウジングサービスにて、不動産

管理業及び不動産賃貸業等の運営を担い、不動産関連事業等に関する幅広い見識と豊

富な経験を有していることから、これからも当社経営の意思決定に参画することが、

当社の経営基盤を安定させ、今後の事業展開の可能性を拡げることに資すると判断し

たため、引き続き取締役候補者といたしました。

　(7) 大谷佳久氏は、これまで当社の主力事業である不動産関連事業の運営を担い、また、

平成21年より今後の当社の主力事業のひとつと位置付けている介護医療関連事業を行

うあなぶきメディカルケア株式会社の代表取締役社長としてその経営を行うなど、当

社の事業に関する幅広い見識と豊富な経験を有していることから、当社経営の意思決

定に参画することが、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上に資すると判断し

たため、取締役候補者といたしました。

　　　６．社外取締役候補者に関する事項

　(1) 堀井　茂氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経

験はありませんが、弁護士として培ってきた知識や経験ならびに高い法令順守精神を
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有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断い

たしました。

　(2) 堀井　茂氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結

の時をもって１年であります。

　(3) 堀井　茂氏は、過去に当社の社外監査役であったことがあります。

　(4) 当社は、堀井　茂氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、

同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

　(5) 当社は、堀井　茂氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しており

ます。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であり

ます。

第４号議案　監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役　勝丸千晶氏は任期満了となり、また、

監査役　土居年典氏は辞任されますので、監査役２名の選任をお願いいたし

たいと存じます。なお、監査役候補者　服部明人氏は、退任監査役　土居　

年典氏の補欠ではなく、その任期は選任後４年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなります。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

１

かつ

勝
 

　
まる

丸
 

　
ち

千
 

　
あき

晶

[通称名：
いし

石
かわ

川
ち

千
あき

晶]

（昭和35年８月４日生）

昭和58年４月　監査法人中央会計事務所入所

昭和61年３月　公認会計士登録

昭和61年６月　太田昭和監査法人四国事務所

（現・新日本有限責任監査法人

高松事務所）入所

平成14年11月　当社社外監査役（現任）

平成18年２月　税理士法人石川オフィス会計入

所　現在に至る

平成20年３月　株式会社セシール社外監査役

平成22年６月　株式会社クリエアナブキ社外監

査役

平成26年９月　穴吹エンタープライズ株式会社

監査役（現任）

平成28年６月　日本公認会計士協会四国会会長

（現任）

124,000株
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候補者
番 号

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

※２

はっ

服
 

　
とり

部
 

　
あき

明
 

　
と

人

（昭和33年11月28日生）

平成元年４月　弁護士登録

　　　　　　　三宅・畠澤・山崎法律事務所入

所

平成３年４月　尾崎法律事務所入所

平成18年11月　服部明人法律事務所開設　現在

に至る

（重要な兼職の状況）

株式会社萩原材木店 代表取締役社長

－株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

      ３．勝丸千晶氏及び服部明人氏は、社外監査役候補者であります。

　　　４．社外監査役候補者に関する事項

　(1) 勝丸千晶氏は、公認会計士として企業会計等に精通し、豊富な経験と専門知識を有

しており、その豊富な経験と高い見識による経営全般の監視と有効な助言を期待して、

引き続き社外監査役候補者といたしました。なお、同氏は過去に社外監査役となるこ

と以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記のとおり、社外監

査役としての職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。

　(2) 服部明人氏は、弁護士として企業法務等に精通し、豊富な経験と専門知識を有して

おり、その豊富な経験と高い見識による経営全般の監視と有効な助言を期待して、社

外監査役候補者といたしました。

　(3) 勝丸千晶氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、その在任期間は本総会終結

の時をもって13年10カ月であります。

　(4) 勝丸千晶氏は、過去に当社の子会社の社外監査役であったことがあります。また、

現在、当社の子会社の監査役であります。

　(5) 当社は、勝丸千晶氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、

同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、服部

明人氏の選任が承認された場合にも、同内容の契約を締結する予定であります。

　(6) 当社は、勝丸千晶氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しており

ます。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であり

ます。また、服部明人氏の選任が承認された場合にも、同氏を独立役員とする予定で

あります。

　以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　　香川県高松市木太町2191番地１

　　　　高松国際ホテル　新館２階　瀬戸の間

　　　　TEL　087－831－1511

文
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〔交通のご案内〕

ＪＲ高松駅より車で約15分

ＪＲ高松駅バスターミナルよりバスで約20分

（「高松国際ホテル前停留所」下車）

高松空港より車で約40分

高松自動車道「高松中央ＩＣ」より車で約10分


